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1 序
―インドにおける小工
業の国民経済上の地
位—
インド運邦地図
本小論は，いわゆる開
発途上国(TheDeveloping 
Country)としての現代イ
ンドにおける小工業の現
勢を大工業と若干比較し
つつ素描し，これを紹介
しようとするものであ
イソド洋
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り，限られた紙数範囲内で，まずできるだけこれら小工業の具体的実情を伝え
ることに重点をおいた。したがって，インド小工業がもつ経済的あるいは社会
的問題点などについては，若干それらを指摘するにとどめ，またこのような問
題にたいしての理論的アプローチなどについては他の機会にゆずっていること
をあらかじめことわっておく次第である。
さて，現段階のインドにおいては，わが国で用いられているような意味での
いわゆる「中小企業」という用語は使用されていない。もっぱら小企業(Small
business)', あるいは小工業 (Smallindustry)は，小規模工業 (Smallscale 
industry) , 村落工業 (Villageindustry) , 手工業 (handicraft)の3形態に分類
されているが，区分方法の厳密な基準はなく，具体的な政策の対象としてとら
えられる場合など，その目的いかんによって区分を異にしている1)。
ところで，インドの産業活動において小規模製造業はその大部分を構成して
いるが， これを1960年に登録されている小規模製造業（固定資本が50万｝レビー 以
下のもの，なお1ルビー は約76円）についてみると，その事業所数の占める比率で
は全インド工業の92バーセント，全雇用者数では38バーセントとなっている。
（第1表参照）
これに登録されていないものや，『工場法』("TheFactories Act"ー 1951年施行ー ）
に適用されているもの以下の小零細規模工業で，ここに登録されていないもの・
までを加えると，その雇用者数は莫大なものとなるであろう 2)。
そこで，このようないわゆる小工業を大工業と関連せしめ，若干統計数量的
に把握してみると，インドでは雇用数分布よりみて，最大規模（雇用者数 1,000
人以上）と最低規模（家内工業）の間に両極分化し， 中間の中小規模が成育して
いないという特異な規模構造を示しているといえるのであるa)。
まず，業種別に従業員が 1,000人以上の規模の事業所への雇用集中度をみて
みると，それは第2表のとおりである。
すなわち，第2表から多くの業種において雇用集中度は大工業の方に高いと
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第1表 業種別により登録されている小工業の雇用，資本，および産出高 (1960年）
＼ ＼、＼項 固定資本50万ルピー以下の工場 登総録数さ対れてい比る工率場にする
業 目 固定資本粗生産尚
数工(%場)雇者(%用数)1 資固(%本定)粗産(生%高) 
種
ヽヽ ．＼工場数雇用者数 (10万ルピ (10万ルピ
-) -) 
各種食料調整（加工） 3,715 138,238 36,73 2,47,72 87.2 49.6 47.0 51. 2 
穀物粉製品 4,255 92,639 16,84 1,82,77 95.6 86.1 84.1 78.8 
織物，紡績，紡織，仕上 3,073 146,977 12, 12 1,08,74 83.3 12.7 5.4 13.3 
金除属く製）品（機械運送設備を 2,080 61,929 10,59 62,40 97.0 66.2 41. 5 60.0 
綿繰りおよびプレス 2,812 104,350 14,83 60,27 95.7 91. 9 93.6 88.1 
機械（電気機械を除く） 2,599 78,879 15,69 55,54 95.0 51. 8 35.1 46.4 
タバコ製品 2,565 136,171 2,77 51,06 95.3 74.8 34.3 43.0 
各種化学製品 1,002 42,502 7,22 47,63 89.6 47.1 19.9 28.6 
鉄および鉄鋼産業 709 43,533 5,28 43, 11 84.9 31. 3 2.7 16.2 
皮革のなめしおよび仕上げ 413 16,077 1,55 39,87 97.4 77.0 63.7 88.8 
業印刷，出版および類似の産 2,466 68,702 14,24 37,97 96.3 60.5 47.4 50.0 
、 どの分類にも入らぬ製造業 1,028 30,459 6,85 26,89 96.8 83.5 76.9 82.5 
非鉄金属産業 267 8,206 2,43 24,68 91. 7 36.6 13.9 41. 2 
木除材く）およびコルク（家具を 1,574 40,220 4,67 24,26 97.3 81. 9 68.7 82.2 
電 気 機 械 485 25,058 8,95 23,04 93.2 28.8 25.1 21.1 
鉱ど物の製分類品にも入らぬ非金属 727 33,309 3,48 21,40 95.7 76.2 52.0 63.2 
自動車修理 1,174 38,728 6,61 20,17 94.7 72.5 55.3 73.4 
ゴ ム 製 品 257 15,187 6,96 18,20 92.1 38.2 41. 5 23.9 
どの分類にも入らぬ織物 778 26,433 1,85 17,96 98.5 86.7 62.0 77.6 
基礎産業用化学製品 207 9,110 2,81 17,62 76.9 18.2 3.4 17.9 
建築用粘（陶）土製品 604 42,882 10,63 9,57 94.5 70.4 53.2 50.0 
ガラスおよびガラス製品 211 25,041 1,50 8,19 88.6 67.1 24.8 49.9 
他の製造業者 3,456 113,012 16,97 83,29 
ムロ 計 36,457 I 1,337,642 2,11,5712,32,35 92.137.9117.532.9 
（注） 1; レピー ： 76円
Central Statistical Organization and Indian statistical Institute, Cal-
cutta, Annual Survey of Industries, 1960: Special Provisional Tabu-
lation on Census Sector: Draft National SamP!e Survey No. 114, on 
Sample Sector. 
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第2表 ,1000人以上の規模の事業所への雇用集中度（単位彩） 1956年
ジュート紡織 98.0(59.1) 
鉄鋼第 1 次 97.4(97.4) 
鉄道貨車 91.1(85.5) 
綿紡織 88.2(51. 6) 
造船及び修理 72'.4(33.1) 
精油 69.3(-)
アルミ・銅・真鍮第1次 66.2( -) 
セメント 64.9(-) 
製紙 60.5(25.3)
Webbing narrow fabrics 53. 0(-) 
航空機・組立・修理 51. 7( -) 
砂糖 51.2(4. 6) 
自転車 45.5(-)
毛紡織 42.7(-)
ゴム及び同製品 40. 4(35.'5) 
ラック 4G.1(40.1) 
鉄鋼第 2 次 37.7(24.2) 
石鹸 37.1(-)
繊維機械 33.9(15.2) 
陶磁器 33.0(22.6)'
草履及び皮製品 32.9(-) 
マッチ 32.5(-)
工業薬品（医薬品をふくむ）
絹及び人絹
一般及び電気機械
自動車及び客車製造
木製品（家具をふくむ）
印刷製本
煙草製品
落花生•その他加工
染色・ 加工
アルミ・銅・真鍮第2次
発電・送電機械
植物油
製茶
小麦粉
精米
醸造
ガラス及び同製品
メリヤスその他編物
撚 糸
裁縫
全製造工業
（総雇用数，単位千人）
24.6(8 . 2) 
24.6(10.6) 
24.4(8.5) 
24.0(11.9) 
21.3(-) 
18.0(5.9) 
16.1(4.6) 
10'.5(-) 
10.0(-) 
5.4(-) 
3.5(-) 
2.5(-) 
1.1(-) 
46.4(24.5) 
(3,046) 
（注）この表の雇用集中度は (1,000人以上の規模の事業所の総雇用数）ギ (20人以上の
規模の事業所の総雇用数）と定義される。 （ ）内数値は分子を2,500人以上の規模
の総雇用数にかえた場合を示す。
出典：石川滋「インドの二重構造」一橋大学一橋学会編「一橋論叢」第45巻第6号・
昭和36年6月 29ページ第1表。
いうことが容易に理解できるが，とりわけ，戦前すでに確立された産業である
といわれるジュート紡織，鉄鋼，綿業などへの集中度がもっとも高く，いずれ
も90バーセント以上をも占めている。これとは逆に大工業への雇用集中度の低
いもの，すなわち小工業の方が雇用集中度において高い業種はおおむね伝統的
‘ 在来産業に多く，また現状においては小ないし中規模であるが，将来大工業へ
と発展可能な業種，あるいは小工業における方が適正であるというような業種
もふくまれており，この表からなんらかの結論をひき出そうとすることは必ず
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第3表 小工場と大工場の産出の成長
｀ . - 項
目 対比 期首での生産 期末での生産 小工場の割合
業 単位
I I I I 期首 1期末種 、ー・....._、~ 年度 小 大 計 小 大 計
％ ％ 
picking stick 58~60 '000 192 11 203 543 13 556 95 98 
工業用プラシ 58~60 '000 2,158 134 2,292 2,530 46 2,576 94 98 
電気アイロン 58~60 ダース 2,183 350 2,533 32,585 550 23,135 86 98 
金銅及び銅糸 58~60 トン 6,490 1,579 8,069 7,548 1,279 8,827 80 86 
有 刺 鉄 線 59~60 トン 4,903 2,289 7,192 10,016 1,947 11,963 68 84 
家具用スプリング 58~60 グロス 4,600 9,655 14,255 25,431 18,090 43,521 32 58 
石油ストープ 58~60 'oo 309 134 443 494 221 715 70 69 
Polythene tubing 59~60 トン 1,047 854 1,901 2,006 901 2,907 55 69 
歯 プ ラ シ 58~60 グロス 46,330 26,688 73,018 55,635 26,820 82,455 63 67 
めがねのわく 58~60 ダース 93 101 194 128 116 244 48 53 
電 気 警 笛 58~60 台 6,300 3,700 10,000 13,550 13,450 27,000 63 50 
機 械 ね じ 57~59 トン 278 660 938 736 890 1,626 30 45 
靴 の 鋲 58~60 トン 68 79 147 178 189 367 46 48 
自動車のラジェーター 58~60 台 809 12,444 13,253 18,029 34,765 52,794 6 34 
雌ねじ型及びねじ型 58~61 '000 96 132 228 205 418 623 42 33 
エア・コンプレッサー 58~60 台 209 34 343 830 1,715 2,545 61 33 
ナット，ボールト，リベット 57~60 トン 19,770 32,136 51,906 20,744 42,804 66,013 38 31 
コンクリート補助用金属板 58~60 トン 25 1,947 1,972 639 1,758 2,397 1 27 
自動車用バッテリー 58~60 'oo 90 350 440 113 509 822 20 22 
自 転 車 56~60 '000 26 653 679 228 991 1,219 4 19 
ミ シ ン 56~60 '000 24 50 74 52 297 349 32 18 
拡 声 機 ・57~60 'oo 1 81 82 36 186 222 1 16 
コンデンサー 59~61 'oo 2 68 70 14 94 108 3 13 
ドラム缶及び樽 58~60 10万ルヒ°― 66 410 476 93 630 726 14 13 
ボール・ベアリング 58~61 ・oo 168 2,126 2,294 468 3,200 3,668 8 13 
電力発動機 57~59 千馬力 21 479 500 70 580・ 650 4 11 
自転車のフリーホイル 58~60 '000 37 238 275 72 681 752 13 ， 
時 計 類 57~60 '000 22 22 2 52 54 ゜ 4 自動車用直流発電機 59~61 台 30 447 477 332 16,869 17,201 6 2 
（注） 1Jレビー：約76円， 1グロス： 12ダース (144)
"Re Port of The International Perspective Planning Team sponsored by The Ford Foundation" 1963, 
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しも容易ではない。
次に，若千の主要産業における小工業と大工業の産出の成長を比較すれば，
第3表のとおりであるが，この表からも，インド小工業の産業界に占める比率
がいかに大きいかということをただちに知ることができるであろう。
インド政府によって招聘されたアメリカのフォード財団 (TheFord Founda-
tion)の援助による国際計画班 (TheInternational Perspective Planning Team) 
のインド小規模工業の調査研究結果からの勧告によれば，一般的にみて今後10
年間に有望で将来性のあるとおもわれる小工業は，金属および機械などのグル
ープであり，これらに続くものとして，被服・食料品・皮革・プラスチック製
品関係の小工業などがあげられている4)。これらのうちプラスチック工業を除
けば，いずれもインド古来の固有伝統的産業である。プラスチック製品が有望
かつ将来性あるものとされているのは， 1に加工輸出小工業として，また他方
インド人の生活状態の改善に伴う消費財・日用品産業の開発ということが意味
されているものとみなしてよいであろう。
またインドにおいては，地域間格差が重要性をもっているが，資源が豊富で
あり，かつ農業構造と有利な関係にある小工業もその将来性は明るいとされて
いる5)。
このように小工業は資本財と消費財の両方における重要な生産者であること
はいうまでもないが，インドにおいては小工業のパターンは非常に複雑であ
り，大工業や中工業と密接な関係にあると同時に競争関係にも立っているので
ある。ここでわれわれが注目すべきことは，このような関係がまさにわが国に
おける中小工業と大工業との間の相互補完関係および相剋関係と類似している
ということのほかに，わが国においては一般的に中・小工業が大工業と相対立
せしめられているのに比して，インドでは小工業対大および中工業と，中工業
が小工業との対極側におかれているという ことである。インドでは小工業はそ
れほど小・ 零細規模のものであり，中工業は質・量的にもむしろ大工業の範疇
に高められているのである。
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次に，インドにおいても小工業が大工業に比して非常に不利な立場に立たさ
れているということは，他の諸外国などにみられる小工業の場合とほぼ同じで
あるが，このことを生産のための重要な要素である原材料および構成要素・部
品などの獲得の面についてみると，小工業はそれらの割当てにおいて，すでに
不利な面があらわれている。
たとえば，原材料のなかでももっとも重要な基礎資材ともいうべき鉄鋼の小
工業にたいする割当てがいかに少ないかということを表示すれば，第4表のと
おりとなるであろう。
第4表完成鉄鋼（薄板）の生産高および割当て量（単位 1,000トン）
I 1960~61 I 1961~62 I 1962~63 
B. P. 薄板｛小国規模・内工業生へ 産 高 136 150 261 
の割当量 61 61 60 
G. P. 薄板｛小国内生産高 22 26 30 
規模工業への割当量． 30 30 ※ 
G. C. 薄板｛小国規模内工業生へ 産 高 104 109 122 
の割当量 6 6 ※ 
（注）※： Relaxed category 
出典： Government of India, ・Ministry of Industry, "Development of Smalt 
Seate Industries in India -Prospect, Problems and Policies -Report of The 
International Perspective Planning Team, Sponsored by The Ford Foundation•, 
1963, p. 39. 
また，原材料・構成部品などを手に入れるために小工業はいかに高額の闇市
場価格を支払わねばならないかということを表示すれば，第5表のとおりであ
る。
以上に概観したように，小工業は大工業に比較して非常に不利な立場に立た
されているため，小工業自身も，経営上，その対策や処理方法が不確かなもの
や誤まったものとなり，大工業と比較して一層劣ったものへとなり下らざるを
えないのである。
そこで，インドにおいては小工業開発・援助政策は，まず大工業に比較して
18 
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第5表州の間である程度均ー化されている闇市場価格
原材料・部品 原材料・部品 戸（統制制価価格格と超の過比忽較） 
B.P. 薄板(10~14グロス）
同20彩額— プレミ
高級カーボン・スチール 50彩プレミアム
Thinner B.P. 薄板 銑 鉄 39 
1板金lOGおよび厚手の板金
アム
30 硬質コークス 18 
G. I. 線 20 る つ ぼ 90 
G. P. 薄板 100 改良計算器 94 
銅 90 カドミューム・アノード 300 
卜 夕 ン 50 真鍮・薄板 61 
アルミニューム 15~20 真鍮・ロッド 42 
輸入ラジオ部品 80 スプリング針金 66 
銅 線 120 鉄コイルのくず 100 
PCR C薄板 41 C. R. 薄板 17 
M.S. バー （延べ棒） 20 H. R. 薄板 33 
M. S. 薄板 42 
（注）出典： Government of India, Ministry of Industry, • Development of Small 
Scale Industries in India -Prospect, Problems and Policies -Report of The 
International Perspect初ePlanning Team, Sponsored by The Ford Foundation•, 
1963, p. 41. 
一層公正な原材料・構成要素部品などの配分や同等価格の確立からはじめられ
なければならないということはいまさらのべるまでもないであろう。
また，現状においては，小工業がそのもてる能力以下にしか機械・設備など
を運転することができないのは，原材料の払底に主たる原因があるのである。
これはまた大工業と小工業との間によこたわっている原材料の配分や割当て上
の不公正およびギャップと結びついているのである。これらのギャップを修正
するためには，・政府当局が小工業中心のための政策を樹立すべきことはいうま
でもないが，先進諸外国などからの資本導入，すなわち国際経済関係の積極化
＝先進諸外国からの経済協カ・援助が強く要望されているのである6)。
すなわち，資本導入によりある程度の適正規模への企業成長も達成されるも
のとおもわれる。これに加えて，先進工業国からの技術導入・技術指導も望ま
・しいであろう。
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2 小規模製造業の地理的分布
一般的にみて，小工業のなかには元来地域経済と密接な関係を有し，地方産
業 (localindustry)として有利に存続しているものがある。
そこで次に，われわれはインドにおける若干の小工業の現状を地域別に概観
してみよう。
まず，インドにおける全国標本調査資料7)を手がかりとして，生業的小規模
製造業者，すなわち家内工業についてみると，それらは1955年の後半期には，
約1,450万事業所もあった。これを地域別にみると，地方が1,230万事業所で85
パーセントと圧倒的に多く，都市ではわずか220万事業所で15バーセントとな
っている。住民地域別により，．これら家内工業の数を表示すれば，第 6表のと
おりである。 • 
第 6表より注目すべきことを列挙すれば，おおよそ以下のようになるであろ
第6表住民地域別による生業的小規模製造業者数 (1955.7~11) 
標本の数 生業り贔需鴨恩？者数 編，060人あたりの事
地 城
村落Iプロック 地方 1都市 1合計 地方 1都市 1平均
北 部 197 233 2,421 390 2,811 44 45 44 
東 部 274 382 3,573 305 3,878 45 30 43 
南 部 240 420 3,128 566 3,694 52 39 49 
西 部 94 350 668 340 1,008 24 27 25 
中央部 158 214 1,594 291 1,885 36 35 36 
北西部 157 312 679 336 1,215 30 36 31 
全インド合計11. 120 1 1. 910 I 12. 2631 2. 22s I 14: 491 1 41 I. as 1 40 
（注）出典：・"TheNational Sample _Survey Ninth Round, May-November 1955, 
Number 21,House Hold Small Scale Manufactur切:gEstablishment Smaller 
than those Covered by Industries (develo加 entand regulations) Act 1951", 
Issud by The Cabinet Secretariat, Government of India, 
上田宗次郎氏監修拙稿「ナショナル・サンプルサーヴェイにみられる『生業的小規
模製造業者』の実態」，大阪アジア中小企業開発センター刊『インド中小工業シリ
ズー(19)」昭和39年10月， 5ページ，第1表。
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. つ。
(1) 北・東・南の3地域における家内工業の数は 1,038万3千事業所で，こ
れらは全インドにおける家内工業 1,449万 1千事業所の72パーセントを占めて
いる。
(2) 地方と都市に 2大別すれば，家内工業は地方の側に圧倒的に多く偏在し
ており，それは全インドにおける家内工業の85バーセントをも占めている。
(3) 人口 1,000人あたりの家内工業の事業所数を地域区分別にみれば，南部
地域がもっとも多く，それは49事業所ということになり，もっとも少ない地域
は西部であって，それは25事業所となっている。
次に，これら家内工業の業種についてみるに，それは非常に多く， 170種類
もあるといわれているが，このうちサンプルとしては充分でないものを差引い
た残りの20業種が調査対象とされている。そこで，これら家内工業を業種別に
表示すれば第7表のとおりである。
第7表において注目すべきことを列挙すれば以下のとおりである。
(1) 19業種に従事している家内工業の合計数は全インドにおける家内工業の
76パーセントを占めている。
(2) これら家内工業を地域別にみれば，地方が76パーセントを占め，都市の
方では61パーセントとなっている。なお地方の方は都市と比較して非常にバラ
ェティに富んでいる。
(3) 全体としてこれらの業種をみるとき，インドにおける家内工業のうちで
もっとも重要な業種は⑨手織機による綿織物工業であり， それは 236万6千事
業所で，・全事業所の16.33パーセントにあたる。ついで重要な業種は②インド
固有の砂糖・グル糖などの 127万事業所で8.82バーセント，⑬コルクや竹製品
などの製造業の105万 1千事業所で7.25バーセント，そして⑥砂糖漬けなどの
食品製造業の86万7千事業所で5.98パーセントである。
次に，家内工業の分布状態についてみるに，概してそれらは，以下にみるよ
うな地域的特徴と結びついて存在している。すなわち，その第 1のものは，最
21 
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第1表生業的小規模製造業者数 (1955.7~11) 
標本村落数 1,120 プロック数 1,911
全体数（単位 1,000) 比 率（％）
業 種
地方1都市合計 地方！都市！合計
1 作完全物皮・食む用き穀，物加工の製粉 432 50 482 3.52 2.24 3.33 
2 固有砂糖，グル糖，砂糖菓子製造 1,259 20 1,279 10.27 0.90 8.82 
3 屠殺と肉の貯蔵，魚と魚の缶詰 54 29 83 0.44 1. 30 0.57 
バター ・バ酪農ター油・チーズ
4 その他の 品 620 
， 629 5.06 0.40 4.34 
5 食（水用素脂化肪合・油食と用は油別のもの） 391 27 418 3.19 1. 21 2.88 
砂料糖，漬ミのような食品生産と調味
6 ュリ， ミュルキ，チラク 661 206 867 5.39 9.26 5.98 
オイ，ィ ココア，チョコレート，
タフ ，ロゼンジ一
7 ビディ煙草製造業 62 63 125 0.51 2.83 0.86 
8 綿紡（工場以外） 221 38 259 1.80 1. 71 1. 79 
9 手織機綿織物（カディ織以外） 2,143 223 2,366 17.47 10.01 16.33 
10 織物衣服製作（仕立） 381 201 582 3.11 9.02 4.02 
11 木製家具・備品の製造業 63 44 107 0.51 1. 97 0.74 
12 建を築含木む材）の製造業（用材・樹木 222 56 278 1.81 2.51 1. 92 
13 るコ製ル造ク業・竹・ トウ等を材料とす 976 75 1,051 7.96 3.36 7.25 
14 靴及び革製はきものの製造業 389 60 449 3.17 2.69 3.10 
15 同上の｛卸浬 345 40 385 2.81 1. 80 2.66 
16 建築粘士製品の製造業 335 17 352 2.73 0.76 2.43 
17 土器・陶器製造業 419 32 451 3.42 1. 44 3.11 
18 誓（ビ金鉄物鋼製品造，業鉄鋼家具を除く） 486 41 527 3.96 1. 84 3.64 
19 宝の石貴細金工属業を用・銀い製た装品飾と金品及び他 247 123 370 2.01 5.52 2.55 
20 雑 （他） 2,557 874 3,431 20.86 39.23 23.68 
21 合 計 12, 2631 2, 2281 14, 4911 100. ol 100. ol 100. o 
（注）出典： "The National Sample Survey Ninth Round, May-November 1955. 
Number 21, House Hold Small Scale Manufacturing Establishment Smaller 
than those covered by Industries (development and regulations) Act 1951" 
Issued by The Cabienet Secretariat, Government of India. 
上田宗次郎氏監修拙稿「ナショナル・サンプルサーヴェイにみられる「生業的小規
模製造業者』の実態」，大阪アジア中小企業開発センター刊「インド中小工業シリ
ズー(19)』昭和39年10月
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第8表雁
業 種
1 作物・食用穀物の製粉，完全皮むき，加工
2 固有砂糖・ グル糖•砂糖菓子製造
3 屠殺と肉の貯蔵・魚と魚の缶詰
4 バター・バタ油・チーズその他の酪農品
5 食（水用素脂化肪合・物食と用は油別のもの）
6 砂糖漬のような食品生産と調味料
7 ビディ煙草製造業
8 綿紡（工場以外）
9 手織機綿織（カディ織以外）
10 織物衣服製作（仕立）
11 木製家具・備品の製造業
12 建築木材の製造業（用材樹木を含む）
13 コルク・竹・トウ等を材料とする製造業
14 靴・革製はきもの製造業
15 同上の修理
16 建築粘土製品の製造業
17 土器・陶器の製造業
18 雑（建多築金鉄物鋼製品造・業鉄鋼家具を除く）
19 宝石細工業銀製品，金及び貴金属を用
いた装飾品
20 雑 （他）
21 合 計
地域区分 I村落 Iプロック
(I) 北 部
(II) 東 部
(ill) 南 部
(IV) 西 部
(V) 中 部
(VI) 北 西 部
(Vll) 全インド
（注） 1ルヒ°ー ・約76円
出典：第7表に同じ。
197 233 
274 382 
240 420 
94 350 
158 214 
157 312 
1,120 1,911 
用 (1955.7~11) 
1製造業者
戸息闘紐小業るr規者若の模年比に製労率（お俗務造け） 平あ毀1(製均用, たレ造貨りビ労業ーのi行） ， あたりの平
均人員（人）
1地方1都市椅叫地方都市1合計・I地碕都市椅叫地方1都市合計
1. 9 2.7 2.0 13.2 48.9 18.2 2.7 1. 5 2.6 55 705 123 
5.4 5.4 5.4 60.0 64.0 60.0 9.7 10.8 9.7 27 281 31 
1. 3 1. 6 1. 4 7.0 10.6 8.5 2.8 4.3 3.4 12 33 20 
1. 6 1. 6 1. 6 5.4 13.3 5.5 4.4 0.0 4.3 4 101 5 
1. 8 3.1 1. 9 12.0 44.7 15.5 3.1 2.4 3.0 25 614 63 
1. 8 2.0 1.8 3.1 22.5 8.0 4.7 7.1 5.3 15 139 44 
2.0 2.3 2.1 38.8 47.9 43.8 0.8 2.1 1.5 356 643 501 
1. 3 1. 2 1. 3 0.0 0.0 0.0 2.7 0.0 2.3 ゜6 1 2.1 2.9 2.1 17.3 10.0 16.4 4.7 7.1 5.0 85 132 89 1.1 1. 3 1. 2 2.8 14.4 7.1 2.1 3.5 2.6 6 103 40 
1. 6 1. 6 1. 4 3.7 25.0 13.6 3.7 2.8 3.2 7 191 83 
1. 3 1. 3 1. 3 2.4 8.0 3.6 1. 4 1. 3 1. 4 5 52 15 
1. 6 1. 8 1. 7 1. 5 4.5 1. 7 3.2 4.5 3.3 1 20 2 
1. 3 1. 8 1. 4 2.9 13.2 4.7 1. 4 2.8 1. 6 5 114 20 
1.1 1. 2 1. 1 0.0 0.0 0.0 1. 3 0.0 1. 1 ゜3 ゜1.5 6.9 1.8 9.5 73.0 21. 0 1. 7 0.9 1. 6 8 897 51 2.1 2.3 2.1 2.4 6.7 2.8 6.4 5.3 6.3 1 27 3 
1. 4 2.2 1. 5 3.5 32.2 6.8 2.7 2.2 2.6 5 421 37 
1. 3 1. 6 1. 4 4.0 16.8 8.8 2.5 2.0 2.3 15 134 45 
1. 8 2.5 2.0 14.2 43.4 23.6 4.9 4.5 4.7 42 378 127 
2.1 2.2 2.1 23.3 31. 9124. 7 5.5 4.5 5.3 33 260 68 
3. 4 2.1 3. 3 48. 2l26. s 46.2 9.0 5.2 8. 7 19 153 38 
1. 6 2.2 1. 7 5.2 35.9 8.4 5.5 3.3 5.3 17 386 46 
2.0 2.4 2.1 20.0 34.6 22.5 2.7 3.8 2.9 77 219 99 
1. 8 2.5 2.0 11.2 34.3 20. 7 5.6 3.3 4.7 42 406 165 
1. 7 2.1 l. 8 7.2 27.7 10.9 2.1 6.0 2:s 14 167 38 
1. 5 2.0 1. 6 5.7 29.5 13.6 3.5 6.3 4.5 8 269 80 
2.1 2.2 2.1 23.3 31. 9 24.7 5.5 4.5 5.3 33 260 68 
第9表生産のパターン (1955.7~11) 
平1事均業粗所生産あ（ル額たビりー年） 平1事均経業所費あたり年 平1事均業純所利益（あルたビりー年） 平1事均業附所加価（あル値たビりー年） 
粗生産額の比率（％） 値1人あたり年平均粗生産額及(び;レ附ビ加ー価） 
（ルヒ°ー） 附加価値
I 
純 利 益 生 産 額
I 
附加価値
業 種
I地方i都市 I合計 1地方 1都市i合計 1地方 1都市 1合計 1地方 1都市 1合計 1地方 1都市 1合計 1地方 1都市 1合計 I地方i都市i合計 1地方 1都市i合計
1 作物・食用穀物の製粉完全皮むき加工 1,161 13,678 2,459 958 11,596 2,062 203 2,082 398 258 2,787 520 22.23 20.37 21.16 17.47 15.22 16.17 598 4,992 1,215 133 1,017 257 
2 固有砂糖・グル糖•砂糖菓子製造 298 4,364 361 204 3,523 256 93 841 105 121 1,122 136 40.59 25.71 37.78 31. 42 19.27 29.12 55 786 67 22 202 25 
3 J署殺と肉の貯蔵・魚と魚の缶詰 1,644 2,468 1,932 1,257 1,822 1,455 387 645 477 399 679 497 24.26 27.50 25.71 23.52 26.15 24.69 1,250 1,523 1,359 303 419 349 
4 バクー・バタ油・チーズその他の酪農品 249 3,331 293 143 2,404 175 106 927 118 110 1,028 123 44.22 30.86 42.04 42.67 27.83 40.26 154 1,999 181 68 617 76 
5 食（水用素脂化肪合・油食は用別油のもの） 933 17,179 1,982 761 13,206 1,565 172 3,973 417 196 4,587 480 21. 04 26.70 24.21 18.39 23.13 21. 04 514 5,457 1,042 108 1,457 252 
6 砂糖漬のような食品生産と調味料 593 2,367 1,014 378 1,632 676 214 736 338 229 875 382 38.63 36. 95 37.70 36.16 31. 07 33.34 329 1,195 550 127 442 207 
7 ビディ・タバコ製造業 1,881 1,880 1,881 1,430 1,419 1,425 451 461 456 807 1,104 957 42.90 58.72 50.87 23.97 24.53 24.25 964 823 887 413 483 451 
8 綿紡（工場以外） 82 101 85 21 47 25 62 53 60 62 60 61 74. 79 59.31 72.10 74.72 52.99 70.95 61 87 65 46 52 47 
9 手織機綿織（カディ織以外） 409 1,689 530 238 934 304 171 755 226 255 888 315 62.48 52.55 59.50 41. 77 44.72 42.66 199 591 249 125 310 148 
10 織物衣服製作（仕立） 402 1,036 621 81 380 184 321 655 436 326 759 476 81. 28 73.26 76.66 79.83 63.27 70.29 353 810 523 287 593 401 
11 木製家具・備品の製造業 675 1,638 1,071 315 871 543 360 767 527 367 958 610 54.35 58.48 56.95 53.31 46.81 49.22 519 1,001 744 282 586 424 
12 建築木材の製造業（用材樹木を含む） 301 801 402 57 176 81 245 625 321 250 677 336 82.87 84.55 83.55 81. 21 78.03 79.93 233 598 309 193 506 258 
13 コルク・竹・トウ等を材料とする製造業 230 379 240 104 172 109 126 207 131 127 227 133 55.21 59.93 55.74 54.74 54.62 54.73 139 215 145 77 129 81 
14 靴・革製はきもの製造業 278 2,403 562 154 1,588 346 124 815 216 129 929 236 46.45 38.65 41. 99 44.52 33.91 38.46 211 1,360 407 98 526 171 
15 同上の修理 71 552 121 19 157 34 52 394 87 52 397 88 72. 90 72.02 72.48 72.90 71. 48 72.23 63 469 107 46 338 77 
16 建築粘土製品の製造業 148 2,930 283 101 1,983 192 47 947 90 55 1,844 141 36.97 62.92 49.96 31.76 32.32 32.00 96 433 157 35 273 79 
17 土器・陶器の製造業 233 753 270 61 238 74 172 515 197 173 542 200 74.31 72.01 73.86 73.87 68.41 72.79 112 321 129 83 236 95 
18 雑具多を金除物く製）造業（建築鉄鋼品・鉄鋼家 269 3,054 486 83 2,124 242 186 930 244 191 1,352 281 70.88 44.26 57.87 69.14 30.46 50.23 185 1,391 321 131 616 186 
19 宝石を細用工業装・銀飾製品品・金及び他の貴金
属用いた 504 2,095 1,033 147 1,179 490 358 916 543 373 1,050 588 74.00 50.13 56.89 70.89 43.73 52.58 385 1,308 734 284 656 417 
20 雑 （他） 642 3,457 1,359 377 2,451 900 265 1,006 459 308 1,384 586 47.92 40.63 43.20 41. 23 29.72 33.77 360 1,388 692 173 564 299 
21 合 計 453 2,837 819 270 1,954 529 183 883 290 216 1,143 358 47.67 40.29 43.74 40.35 31.14 35.45 216 1,271 387 103 512 169 
地域区分 村落プロック
(I) 北 部 197 233 355 2,579 664 194 1,613 391 161 965 273 181 1,118 311 103 1,209 203 52 524 95 
(II) 東 部 274 382 412 3,759 675 252 2,574 435 160 1,185 240 177 1,571 286 256 1,708 407 110 714 173 
cm)南 部 240 420 627 2,221 872 423 1,640 610 204 581 262 281 800 360 308 931 417 138 335 172 
(IV) 西 部 94 350 604 4,167 1,805 308 3,068 1,238 296 1,098 567 338 1,505 732 335 1,683 889 188 608 360 
(V) 中 部 158 214 301 1,886 545 148 1,218 313 153 667 232 167 835 270 177 895 309 98 396 153 
(VI) 北西部 157 312 427 2,819 1,088 199 1,824 648 228 991 440 236 1,260 520 283 1,427 664 157 639 317 
(Vil) 全インド 1,120 1,911 453 2,837 819 270 1,954 529 183 883 290 216 1,143 ・358 
（注）出典：第7表に同じ。
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近までは政治上の本拠地であった地域で，近代的な産業の発展があまりみられ
ないような古い町である。このような地域においては小規模企業のうちでも生
業的企業すなわち家内工業の占める比率は高い。たとえばスリナガルでは35~
40パーセントも家内工業が存在している。若干のプロックにおいては，家内エ
業の占める比率は66バーセントの高さにのぽり， 20パーセント以下の区域はな
い。また別の例をみると， ジャイプルでは 30バーセント近くが家内工業であ
り，ジョードプルでは 11~55バーセント，平均して25パーセントも占めてい
る。ランプル，コーラープル，ビーカネール，アルワル，コラールなどの地域
では20バーセント程度は存在している。
第2のものは，第 1の地域に比較して，より近代的な町であり，商業・工業
• 取引・輸送などの中心地である。このような地域では小規模製造業を営んで
いるものは非常に少なく，製造業よりもむしろサービス業に大きい比重がおか
れている。
第3のものは，ある地域において，ある 1つの産業グループが集中的傾向を
みせている地域で，このような地域はとくに地方領域に多くみられている。た
とえば， 綿織業はアッサム (Valley)やマニプルに集中している。アッサムの
田舎では織物業が中心的産業で，家内工業 153万9千事業所のうち，織物業に
従事している事業所は 120万で78バーセントも占めている。また，グル糖など
インド固有の砂糖の製造に関しても同様のことがいえる。すなわち，ウタール
プラデシの田舎についてみるに，サトウキビを主要な耕作物としている村落
では，村落そのものが 1~2台の粉砕機を所有しており， すぺての農民（耕作
者）が8~10人づつ 1グループとなってかなり協同化された経営を行なってい
る。そして交替で労働を提供するということに基礎をおいて輪番制で機械・装
置などを使用している。このような交替労働方式が一般化されていない地域で
は，賃金労働者が傭われている。このような家内工業すなわち村落工業は明ら
かに季節的産業であり，また 1事業所あたりの操業日数も非常に少ない。ウ
タールプラデシの田舎における 907万4千事業所のうち， その10バーセントの
蕊
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90万事業所が，このような方式でグル糖生産に従事している。
同様な方式でもってヤシ皮繊維の製造はケララにおいて，まゆの飼育はカシ
ミールにおいて，そ・してバター油の製造はマディヤ，バラトとウタールプラデ
シのある地域において行なわれているが，これらの産業の集中的傾向はやや小
範囲である。
以上においてみてきたような各々の州のある地域においてとくに集中的傾向
をみせている産業グループを列挙すれば，次のとおりである。すなわち， (1)手
織機・綿織物， (2)手織機絹織物， (3)木・コルクなどによる雑用品製造業， (4)
粘土・陶器製造業，そして(5)皮革品製造業，などである。またこのような産
業グループの集中的傾向を地域別にみると，東部・南部インド，ウタールプラ
デシの東部地方における手織機織物業，アンドラのある村落，マイソール，マ
ディヤ，バラト，オリッサ．，マドラス，西ベンガルなどの地域における木・コ
ルク・トウの葉などを材料とする雑用品の製造業，マドラス，オリッサのある
村落における絹織物業などである。しかしながら，一般的にみて以上のような
集中的傾向は手織機による織物業に数多く，そしてそれも密集している。
ところで，インドにおける小規模製造業者のうち，ことに家内工業のなかに
は，その生産活動が季節的な性格を有するものが多い。したがって，ある産業
グループの製造業者の生産活動がシーズン・オフ中＿たとえば農閑期など
—，他の産業グループの製造業に従事するものが多く，また業者そのものが
兼業・副業などを営んでいるので，そこに従事している労働者の人数，すなわ
ち真の意味における雇用の指数をとらえることは不可能である。以上のような
統計数値上の限界を念頭に入れつつ，インドにおける家内工業に関する雇用の
実態ならびに生産のパターンなどを表示すれば，第 8表および第 9表のとおり
である。
＇以上，インドにおける小規模製造業ー一主として家内工業・村落工業一ーの
1つの実態的側面をインド「全国標本調査」の統計資料にもとづいて概観して
きたが，• ここにその特徴とおもわれるものを列挙してみると，それはおよそ以
24 
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下のとおりであろう。
(1) インドにおいては， 「産業法（開発と規制）」ー 1951年制定ーにとりあげら
れている小規模製造業のほかに，それよりも一層小・零細規模の製造業を営ん
でいるものが非常に多く存在しているということである。かれらの経営方式は
生業的であり，動力など機械の使用がいちじるしく遅れている。
(2) これら生業的小規模製造業者すなわち家内工業はインド特有の産物に関
する産業にたずわっているものが非常に多いということである。
(3) これら家内工業の存在は地域的に偏在しており，それは都市の側よりも
地方の側に集中的傾向を示しているということである。
(4) 業種別によってもそれらはまた地域的に偏在しており，ある地方に集中
的傾向を示しているということである。
(5) 業種別によって，季節産業的な性格を有するものが多く，また副業・兼
業を営んでいるものが多いということである。
(6) そのため，家内工業の従業員たちが，他の異なった産業において二重に
も三重にも働いている例が多いということである_o
(7) 業種によっては，雇用や生産などあらゆる側面で大きな偏差がみられる
ということである。
(8) このような偏差はまた地方と都市によってもいちじるしくあらわれてい
るということである。
(9) 以上のことより，インドにおける小規模製造業一一一ひいては工業構造
—は農業構造と密接な関連を有して存在しているということである。
3 インドにおける小企業の現勢s)
以上においてわれわれが概観してきたような小規模製造業は，主として家内
工業あるいは村落工業といわれるいわばインドにおける伝統的な固有の在来小
工業であった。そこで次に，われわれは，これらよりももう少し機械化された
小規模製造業，いわばインドにおける近代的な小企業の方に主眼点をおき，そ
25 
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れらの現勢について，これを説明の便宜上，若干業種別に分類して概観してみ
ることにしよう。
ところで，以下において大企業，小企業あるいは家内工業といわれる場合，
それらはある産業業種における事業単位を規模の大きさによって区分されてい
るにすぎないのであって，さきにもふれたように，たとえば小企業とは固定資
本50万ルビー以下，動力使用の場合は従業員50人以下，動力未使用の場合は従
業員100人以下といった程度の規定で，これよりも大規模の事業単位を大企業，
これよりもずっと小規模で生業的な事業単位を家内工業といっているにすぎな
いのである。そこにはこれら事業単位の質的規定はもとより，経営形態・組織
などの面からの厳密な規定区分などはなんら行なわれていないということをあ
らかじめここに断っておく次第である。
さて，これら小企業の現勢を，その企業数，雇用，生産能力，現生産高，総
資本額などについて，大企業と比較せしめるために，それらを一つの表にまと
めて示すと，第10表のとおりになる。
さて，第10表をつうじてみられるところの小企業の主要な特徴を要約すれば
以下のとおりである。
まず，企業数においては，小企業あるいは家内工業の占める比率は非常に大
きく， ことに伝統的在来産業にもっともいちじるしくあらわれている。 （農器
具ー 99.9バー セント，・皮履物一99.1バーセントなど）また，産業の性格からみて小企
業の方に適しているとおもわれる業種，たとえば外科用器具製造業のように，
大企業が存在していないため，小企業の占める比率が当然100バーセントとな
っているも．のもある。
しかしながら一般的にみて，小企業は小資本でもって企業参入が容易である
という条件を反映して，どの産業においてもそれの占める比率はかなり高い。
そしてそれはまた，濫立，ー地域における集中的傾向を示している。
次に，企業数以外における小企業の占める比率は低くなっている。換言すれ
ば，企業規模の大きさを反映して大企業の方がその比率において占める割合が
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第10表インドにおけろ小企業の現勢
＼ 被調査企業数 雇 用 生産能力 現生産高
I 
総資本額ヽ
地
冒業種
＼ 方 小 大
小る比の率占め％ 
小 人
大 小る比の率占め 小 大 j'. 謡畠： 小 大 小る比の率占め％ 小 大千RS1小る比の率占め% 
人％ 千RS
（化学製品）
プラスチック製品 I南部 11957-- I 1958 21I 41 I 81.1¥ 2861 3531 44.8I 1 2千,5R2S2I 2, 千04R71 55. 1! 
千RSI
963 1千,3R2S5I 42. oj 516. 411,701.31 23.2 
（皮革・同製品）
皮 履 物 1東部 11956 I 10, 6931 21 99. i 22, 1001 2, 5041 91. 1¥ -I -I ―I485千,3R2S5I4, 千32R5S8I 91. 817,100.61 2s, oooi 23.5 
（エ具・金属製品）
31 I ,
87. -
858 3 
千1打,1セ76ッ~.f5j1 l
6千8RS4千0RS 
門じ・釘・パ｛南部
1956 」_ 5.9 3.9 62.9 637.9 
1, o5o0o9 l 
38.9 
）レン 北部 1957 85. 512 46.0 -
洋傘骨製造 I全インド
千打セット 千打2セ4ット千打6セ2ット
1957 4 42. 7 332 22.0 8.3 1.5 
28.61I 1,240.5 I 
3, 26.1 
1955,_, 35,8千42R.S8 8千,RS 農器具東部 1956 4 1,150 98.6 - 200 81. 416, 314. 5 4,000 83.0 
手工具製造 西部 1956 12 
3 4
352 19. 3 I 24,49打6 138,00打0 15.0 18, 58打9I 34, 26打0 35.2 -
2千,RS 1 千，RS 建築用金具 西部 1956 19I ' 82. 281 56.5 667 650 62.0 - 781 749 51.1 
（電気機器）
懐中電灯ケース l東部 1 1958~I 41 1! so. ol 601 噂 45. 51 千RSI732 3千,5R0S0I 17. 31 2千01.RS 2! 千RSII 140 68. 41 13投2下1 資本額560! 18.6 
（輸送用機器）
イ自動ラ車ー 車体トレ 南部 3千,2R1S7 
千RS
□ 1957 34 13 72.4 1,430 1,570 46.6 1,586 67.0 ディーゼ｝レ｛ 北部 1959 23 5 82.1 437 443 50.0 1 , 395合ム"2 5，1 7598台よ" 4 1 70. 1 贔 贔 63.2 エンジン 西部 1956 19 ， 67.9 617 20, 8771 2.1 2, 2 14, 13. 2I I ' 1, 11台4,I 10, 77台9II i 9.4 2, 799. 投7下1資1本9額, 8091 12.4 
（科学機器）
科学機器l西部 1958 千7万3RS 千18万7RS 千2万7.R 3sj1 千12万6.R0S 3 I千1万7RSI 千8万6RS 26 6 81. 3 490 2,24373 6, 14.2 . 61 .11 28.2 17.8 .97 .64 17.2 北部 1958 163 10 94.1 1,130 2, 32.2 80.36 81. 79 49.6 44.67 19.11 70.0 24.31 151. 40 10.4 東部 1958 17 2 89.4 457 850 34.9 34.00 66.00 34.0 25.40 42.51 37.4 9.35 93.57 9.1 
南部 1958 7 3 70.0 126 728 14.7 10. 77 42.00 20.4 7.16 22. 72 31.1 2.46 15.00 14.1 
全インド 1958 213 21 91. 0 2,203 6,197 26.2 198.94 376.90 34.5 104.56 210.37 33.3 54. 09 346. 61 13.5 
外科用器具l北部 414 2 701 1千,RS 1 千，RS 3千1RS 1956 624 900 ロ 716 二 5.3 -東部 1956 162 642.6 二1 518. 2I 1 331 ロI西部 1956 _I I 55 417 323 177.9 南部 1956 I 一-I' 1 > 3二0’ 958.5 252 3281 全インド 1956 3,918.1 2,809.2 1,152.1 天 秤 東部 1956 千RS 千RS 千5R2投s6下l:＇ 資本千額6R0S 0 156 1 99.2 97.3 I -I i 872 931 90.3 45.9 
（注）本表は，インド政府商工省（小企業）開発委員会 (DevelopmentCommissioner -Small Scale Industries-Ministry Commerce and Industry, Government of 
India)の手によって編集された一連の「中小企業分析 計画報告書」を資梢として，筆者が適宜整理統合して作成したものである。
なお翻訳資料として，上田宗次郎氏監修伊藤博美氏抄訳による『インド中小工業シリーズ』（大阪アジア中小企薬開発センター刊）を参照した。
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大きくなっているのである。このことは，ー企業単位あたりについてみれば一
層容易に理解することができるであろう。
要するに，すでに指摘したようにインドにおいては工業内部における規模構
造は，大企業の側とこれに対応する小・零細規模の側とに両極分化していると
いうことである。
そこで次に，第10表にかかげた小企業の現勢について，これらの紹介をもか
ね，また，当該産業における大企業と比較しつつ若千個別的にみてみることに
しょう。
a 化学製品
プラスチック製品
インドにおけるプラスチック製造業は比較的新興産業であり，南部地方すな
わちマドラス，アンドラフ゜ラデシ，ケララなどの州に多く立地して存在してい
る。その主要製品は， 1 日用雑貨（クシ•石鹸箱・玩具）， 2 産業用品（自
動車部品・螢光灯用のカバー ，ビンのふた）， 3 政府買上品（鉄道信号灯，客車電灯
の笠・カバー類）の 3グループに分けられている。この産業の特色は原料輸入に
より，これを加工して他国へ再輸出することにあり，国内市場はいまだ充分に
成育していない。また生産能力は，小工業27で2,522千Rsであるが，現下の生
産高は 963千Rsと，その能力の 3分の 1しか発揮していない。 （いずれも1957
~8年度）その主要な原因は原料の輸入制限にあるといわれている。
b 皮革製品
革製履物
皮革履物は，洋風とインド固来の伝統的製品とに 2大別されるが，前者には
オックスフォード，ダービー，アルバート型スリッパと軍靴および警官用靴，
などがあり，後者にはナグラ，チャパル，チャティ，などがある。この産業は
インド固有の在来産業であって，小・零細規模の事業所が多く，その技術も近
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代的機械技術にたよらないため，標準的手法というものは存在していない。
次にその分布状態をみると，東部地方に多く，西ベンガル，アッサム，ビハ
ルー， オリッサ地方に集中的傾向を示している。また大企業は非常に少ない
が，そこで生産された75バーセント以上の製品が他地方に売られ，わずか25バ
ーセントのみが当地方で消費されている。 ・
当該産業の発展要因を，需要の側についてみると，需要を直接・間接に支配
する要因として， (1)国民所得の増大， (2)習慣および流行の変遷，とりわけ農
村における生活水準の向上， (3)皮革履物工業の組織化による価格の低下， (4)
一般国民にたいする靴の普及， (5)他地方での当該産業の発達， (6)道路の発達，
(7)輸出， (8)ゴム靴，運動靴，などの需要増大，などがあげられている。
これを要するに，国民生活水準の向上ならびにインドにおける生活様式面で
の文明・文化の一般的な発達と普及が，当該産業発達の重要な要因であるとい
えよう。
C エ具・金属製品
1)木ねじ・釘・パネルピン製造
これらの製造産業は軽工業の一分野であり， その歴史は比較的新らしく，
1940年代，とりわけ第2次大戦を契機としてあらわれている。南部地方におけ
る産業分布をみると，マドラスとケララにわずか7事業所あるのみである。北
部地方ではパンジャプ，デリー，ウタールプラデシなどに立地して存在してい
る。またその企業経営も非常に小規模である。
この産業の将来性を需要要因についてみると， (1) 第2次5カ年計画中に建
造される家屋敷， (2) 町村家屋における電化の普及， (3) 来たる 5カ年間に建
造される産業車輌（バス・トロリー）の数， およびその修理数， (4) 同じく新規
鉄道車輌数， (5)同じく船舶数， (6)木造家具および梱包ケースの需要，などに
依存している。一般的にみて，今後需要が見込まれ， Indian Standards In-
stitutionにより製品基準も示され，また政府の保護も 1946年来行なわれてい
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るので，当該産業における小企業の進出見込みは有望であるといえる。
2)洋傘骨製造
まず，当該産業の地理的分布状況をみると， それは東部（西ベンガル，ビハー
ル，ァッサム，オリッサ，マニプル， トリプラ）， 南部（アンドラフ゜ ラデシ，マドラス，
ケララ），西部（ボンベィ，マディー ヤプラデシ，マイソー ル），北部（ウター ルプラデシ，
パンジャプ，ジャムネル， カシミー ル，デリー ， ヒマチャルプラデシ，ラジャスタン），
などの地方に分類される。
次に，当該産業の歴史についてみると，第2次大戦前はいまだ存在しておら
ず，国内需要は独，日，伊，英などからの輸入に依存していた。その後，国内
において創設され， 1958年現在にはインド全体で大企業4,小企業12となって
いる。またこれら16企業のうち10(大2,小8)までが西ベンガルのカルカッ
タに集中して立地している。企業数に占める小企業の比率は75パーセントと圧
倒的に多いけれども，生産能力，生産高においては，小企業は大企業の 3分の
1以下しかない。
当該産業の需要支配要因についてみると， (1) 気候， (2) 人口増加， (3) 国
民所得の増大， (4) 社会的慣習および流行の変遷， (5) 輸出，などがあげられ
ている。なおここに注目すべきことは，国産品と輸入品との競争についてであ
る。国産品より廉価な輸入品のほとんどは日本製品であり，その影響で40年代
の小企業は全部操業停止した。良質製品は英，伊，独製品である。しかしなが
ら傘骨の輸入は，現在輸出振興策により全く禁止されており，当該産業は多大
の援助と刺戟を受けている。
3)農器具
農器具の歴史は農業のそれとともにはじまっているが，旧式，改良型とを問
わず，世襲的村落鍛冶職や大工によって造られており，現在においてもそれを
反映して，小規模・零細および家内工業が圧倒的に多い。そしてまたほとんど
29 
^―--~--—→、~------·•—_. _ ,_. 
174 闊西大學「継済論集」第18巻第2号
90パーセント以上の製品がかれらの手によるものである。製品の種類として
は，耕作用具には古くからの伝統的農具と改良農具とがある。前者はくわ， ＜ 
わの一種 (kadalie), はしご (ladder), 木製ビーム (woodenbeam); まぐわ
(bida), くわ (khurpi),鎌(kasua)などがある。後者には耕作機(boadplangh) 
水田除草機，すじまき機 (seaddrill), 車輪つきくわ (wheelhoe), 歯つきまぐ
わ (bladeharrow)などがある。耕作用および農園用の器具は， 1 一般用， 2 
茶裁培用の 2種がある。前者にはつるはし (pick-axe), シャベル， まさかり
(dao-axe), 斧， まぐさ切りなどがある。後者には茶つみナイフ，根株堀り用
くわ， くまでぐわ，またぐわ，などがある。収獲用の農具は脱穀機と，とうみ
がある。なお穀物ふるい機 (grainscreen machine)もあるが，東部地方では使
用されていない。
次に，当該産業の支配的需要要因についてみると，まず第 1に農民による農
産方式の改良とその実践および農民の所得水準の向上があげられている。それ
はまた，土地所有政策，土地総合計画の成功，および農村における信用組織の
再編成，などに負うところが多いとされている。、
4)手工具製造業
現在，インドにおいて製造されている代表的手工具は， 1'手工具すなわち
ハンマー・スパナー・スクリュードライバー・かんな・・かなづち・レンチ，
2'鍛冶用工具， 3'大工道具， 4'家具・建具工用道具， 5'鋳造用工具，
など，である。
その地理的産業分布状況をみると，西部地方のボンベイ， フルサー ル，
ラジコット， ジャムナガル， などに存在しているが， ボンベイでは大企業が
5'小企業が 1' ラジコット9では小企業 1'家内工業3となっている。当該産
業もインドでは比較的新しい産業で，小企業がはじめて誕生したのは1936年で
ある。
現在，小・零細規模企業の手による生産高は， 1956年度には34,260ダー スで，
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全生産高の35.2バーセントとその占有率は少ないが，大企業製品に比べて低廉
な価格製品の製造に専念していることが特徴とされている。
5)建築用金具製造業
建築用金具全般のうち，とりわけ広範囲に使用されているものとして，蝶番
• かけ金とつぽくぎ・ドア把手・ボルト類・ノブ・窓枠用金具・通風装置用金
具・錠前付ドア把手・ホックとアイなどがあげられている。当該産業は，西部
において今世紀初頭に創設されたが，第2次大戦中の製品払底が国内業者にい
ちじるしい刺戟をあたえ，戦後第 1次5カ年計画による需要増加が続いてい
る。現在，小企業は西部のボンベイに集中している。
なお需要に関してその支配的な要因としては，建設・建築活動の活発化，な
らびに車輌建造，造船，家具およびスーツケースメーカーによる需要増大，な
どもその重要なものとしてあげられている。
d 電気機械器具
懐中電灯ケース製造業
当該産業が興ったのは極めて最近のことで，その地理的産業分布状況は主と
して東部地方の西ベンガル・ビハール・アッサム・オリッサム・オリッサ・ト
リプラ・マニプルの各州に集中している。従来この種の製品は香港製の輸入品
に依存しており，また価格および品質の点で輸入品に劣っていたが， 1957年に
インド政府が全面的にその輸入を禁止するにあたって，次第に新企業が誕生し
た。 1958年現在，雇用全人口は 132人，投下資本総額692千ルビー，総産出額
177.6千本である。このうち小企業の占める比率は，雇用においては 45バーセ
ント，産出額においては70バーセントとかなり多いが，資本額においては全体
のわずか20パーセント以下と非常に少ない。
なお需要先は，主として一般個人および国防軍，病院などの公共体である。
現在，生産能力 900千本を有する大企業が新設中であるが，今後少なくとも 5
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年間，企業の新設は認可されない方針であり， また輸入も禁止されているた
め，現存の企業で需要に対処しているが，全般にインド国民の生活水準の向上
が，当該産業における企業の発展を促進するものとおもわれる。
e 輸送用機器
1)自動車車体およびトレイラー製造業
まず当該産業の成長発展状況についてみるに，車体製造の開始は1905年以来
であり，第2次大戦後いちじるしく発展して来た。次にその地理的産業分布状
態をみると， 主として南部のアンドラプラデシ州（ハイデラバード，ビジャヤ
バダ，ビシャカパトナム）， ケララ州（トリバンドラム， トリチュル，カリカット），
マドラス州（マドラス，マドウライ， コインバトー ル， クンバコナム）， などに立地
して存在している。最近では，車体の木製部分の金属への転換，鉄板から軽合
金板へと，材料の移行など，いわゆる近代化がみられている。
当該産業の現下の問題は，主として鉄鋼材料が量的にも価格の面についても
小企業の側にとっては非常に不利であり（本小論18ペー ジ~19ページ参照），その
ため車体生産台数も価格も制限されているということである。
また，雇用についてはそのほとんどが未組織であり，熟練労働者の永続的勤
務が期待されえないところにも問題が生じている。
当該産業の発展を促進するための需要側における支配的要因としては， (1)
経済活動の一般的成長， (2) 道路の発達， (3) 貨客輸送税・通行許可証発行の
国有化への政府の対策， (4) 鉄道・水路などの他の交通運輸機関との競争， (5)
車の寿命， (6) 国内における車台の生産，すなわち関連部門産業の生産状況，
などがあげられている。・
2)ディーゼルエンジン工業
ディーゼルエンジンはインドにおける経済生活のなかで主要な役割を演じて
いる。これは輸送・農業・工業などにおいて原動機として用いられており，こ
32 
インドにおける小工業の現勢（田中） 177 
とに工業の発展に伴い，過去数年間を通じて，その需要は急速に伸びてきた。
（第1表参照）
第1表 全インドディーゼルエンジン消費量推定（単位：台）
年
全インド産出高 全インド 全インド
大企業 小企業 輸入高 消費紙
1946 468 不 明 3,267 3,725 
47 684 ／ 12,037 12,721 
48 1,020 II 16,225 17,245 
49 2,076 II 37,302 39,378 
50 4,596 II 36,002 40,598 
51 7,248 , 72,433 79,681 
52 4,248 - II 17, 715 21,963※ 
53 3,720 573 1,183 5,476 
54 8,654 931 1,470 10,955 
55 10,095 931 2,788 13,814 
56 11,745 1,450 1,337 14,532 
（注）※ 1952年の激しい変化は，国内産業の保護のためにとられた輸入制限政策を
反映している。
出典： Development Commissioner (Small Scale Industries) Ministry o~Com-
merce and Industry, Government of India編集， 『中小企業分析計画報告書
No. 21』，上田宗次郎氏監修伊藤博美氏訳「ディーゼルエンジン工業，インド中
小工業シリーズ(28)」翻訳資料No.31. 大阪アジア中小企業開発センター，昭和40
年3月， 46ページ＜第13表＞
インドにおけるディーゼルエンジン製造業は1932年に開始されたが，現在，
その地理的産業分布状態についてみると，まず北部（パンジャプ， ラジャスタン，
ウタールプラデシ，ジャンム，カシミール，デリー）では36企業あり，そのうち大企
業が 5で残りの31すなわち86バーセントまでが小規模の企業である。また当該
産業は北部地方でもっとも発達しており，その部分品製造企業も31ある。それ
は国土分割（東西パキスタンとの分離）の頃， 避難民によって発展させられたと
いわれているが，需要も多く，生産も軌道にのっている。
西部（ボジベイ，マデイヤプラデシ，マイソール）では組織化された企業がも
っともよく発達しているといわれているが，それは当地方における大企業（デ
33 
178 闊西大學「継清論集」第18巻第2号
イーゼル工業）の成功に刺戟されて多くの小企業の設立が促進されたからだとい
われている。ちなみに西部地方における当該産業の大・小企業を比較してみる
と，第12表のとおりである。
第12表 1956年西部における大・小企業の比較
大企業 小 企 業
（エンジン製造） （エンジン製造）I <部品製造）
企 業 数 ， 19 15 
年間生産能力（台） 14,784 2,255 不明
1956年生産高 10,779台 1,114台 1,500. OOR S 
投下資本額 (RS) 19,809,040 2,799,662 1,200,000 
雇 用 者（人） 20,877 617 203 
（注）出典：第11表に同じ， 28ページ＜表2>
西部地方におけるディーゼルエンジン工業で小規模企業にたいする成育促進
の主な要因として， (1) 西部における大企業ディーゼルエンジン工業の成功，
(2) 高度の熟練労働者がえられやすいこと， (3) ディーゼルエンジン修理作業
のかなりの経験を有する企業の存在， (4)過去3年にわたる 330H.P. 以下の
ディーゼルエンジンの輸入制限， (5) 製品にたいする既存市場，などがあげら
れている。
東部（西ベンガル，ビハール，オリッサ，ァッサム，マニプル， トリプル）では， 当
該産業はいまだ開発途上の段階であり，わずか2企業しかなく，そのうち 1企
業のみが全面的にディーゼルエンジンを生産しているにすぎない。
南部（マドラス，・アンドラ，ケララ）では，固定型ディーゼルエンジンを製造し
ている小企業は皆無であるが， そのディーゼルエンジンの消耗品（ピストン・
ビストンリング・クランクケースなど）を兼業あるいは片手間に製造している企業
があるという程度である。
なお，当該産業における一般的な需要の将来性は，主としてインドにおける
動力需要に依存している。そのため，第2次経済計画中の農工業の活動が直接
ディーゼルエンジン工業発展要因となるといえよう。また電力その他の動力の
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開発およびその発展による競争も問題となるであろう。
'I 7 9 
f 科学機器
1)科学機器
最近にいたるまでインドは科学機器を輸入に依存していた。もちろんここ40
年間国内産業もかなりの伸長をみせたが，主要部分とりわけ高精度を有するも
のはやはり輸入に依存していた。すなわち1958年には科学機器の全消費額は約
第13表 インドにおける科学機器製造企業の各州別分布と実態調査に網羅した企業数
地方および州名
?
~ 
?
??ボンベイ州
マデイヤプラデシ州
マイソール外I
?
?
パンジャプ州
ウタールプラデシ州
デリー州
小計
??
?
西ベンガル州
ビハール州
~ー ヽ 計
小企業数
報告企業数 1被実地調査 資料提供企
大企業数
企業数 業数
16 16・. 16
4 4 4 
6 6 6 
26 26 26 
68 
89 
6 
163 
15 
2 
17 
28 
39 
?
69 
28 
39 
?
69 
?
?
?
?
?
10 
?? ?? ?
?
??アンドラ州
マドラス州
ケララ州
小計
計
?
? ?
??? ?? ?? ??
6 
__I 
116 
?
? ?
? ??
?
（注）出典： Development Commissioner (Small Scale Industries) Ministry of 
Commerce and Industry, Government of Indiaが編集したもので，『中小企業
分析計画報告No.52』，上田宗次郎氏監修伊藤博美氏抄訳『インド中小工業シリー
ズ(10)科学機器」大阪アジア中小企業開発センター，翻訳資料No.10,昭和39年6
月3ページ＜第1表＞
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85,000万｝レヒ゜ーであったが，そのうち国内生産額は2,620万｝レビー であり， こ
れにたいして輸入品は推定で4,980万｝レヒ°ー であった。
当該産業においても生産の主導的地位はやはり大企業の側によって占められ
ている。すなわち企業数においては，小企業は1958年全企業数の91.0パーセン
トも占めているが，その屈用数においては26.2バーセント，生産能力34.5パー
セント，生産高33.3パーセント，そして総資本額は13.5パーセントと非常に低
しヽ。
インドにおける科学機器製造業の各州分布状態と若干の実態調査からえられ
た結果を表示すれば第13表のとおりである。この表にもみられるように，当該
産業の地理的分布はインド全域にわたって広がっているが，なかでも北部に集
中的傾向をみせていることがまず注目に値するであろう。また大企業21のうち
4は国営の電気工場 (GovernmentElectric Factoryー バンガロール），国営科学機
器工場(NationalInstruments Factoryー カルカッタ），造兵廠(OrdnanceFactory— 
デーラドゥーン），精密機器工場 (PrecisionInstruments Factoryー ラックノウ）な
どといずれも公共企業体である。一方，小企業の方はパンジャブ，ゥ・タールフ°
ラデシ，西ベンガル，ボンベイ，アンドラ7゜ラデシの各州にいちじるしく密集
している。
また大企業の製造品目をみるに， それらは主として a.電気および磁器，
（電流計・電圧計・加減抵抗器など）， b.実験用光学機器（顕微鏡・分光計・望遠鏡
など）， C. 光学計器 (dumpylevel・経緯儀・装稜ら針盤など）， d. 一般実験用具
（三脚台・天秤・台ばかりなど）， e.試験機器（セメント・コンクリート試験器など），
f. 製図機器（製図板・写図器など）， g.industrial grade instruments (家庭用
各計器・水董計など），などがあげられる。これにたいして小企業の方では，科学
機器以外のもの，すなわち増幅器・織機用ベアリング・噴霧器などをも製造し
ており，それらはもはや当該産業の範疇を越えたものである。要するに小企業
はその性格から，混合した産業活動を行なっているわけである。このような科
学機器製造の範囲と他製品製造の範囲とは，およそ82対18に分けることができ
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る。また，小企業においてその生産能力に比して現実生産高が低い主要な理由
として， (1) 当該産業グループに属する生産者の広汎な分布， (2) 科学機器の
範疇に属さない製品との共存生産， (3) 受注側からの需要の不定期性，などが
あげられている。
当該産業の発展は，一般的にみて， 多様な器種の重複と専門化の欠如の打
破，換言すれば少種専門品の多量生産化が第 1条件であるということができる
であろう。ことに小企業は主として単純で精度の高くない機器生産に専従する
ことの方が要望されている。
2)外科用器具
当該産業の発展は， 1905年，カルカッタに 1企業が創設されたことにその端
を発するといわれているが，第2次大戦中，他国よりの供給がとだえ，国内産
業が刺戟されて以来，急速に伸長をみせた。'
第14表小企業および家内工業の分布状況 (1956年）
地 域 I 小企業 I 家内工業 I 計
北 パンジャプ 17 20 37 
＇ア ン ノゞ ラ 1 3 4 
部 Jレ ジ ア ナ 2 2 
ジェランダー 14 17 31 
東部
西ベンガル（カルカック）
I 
9+5※ 
I 
2※ 9+7※ 
ビハール（バトナ） 1 1 
喜Iボンベイ市 I 4 I I 4 
:1 マドラス（マドラス市） I 6 6 ケララ（バルガット） 1 1 
計 I 41+5※ I 22+2※ I 63+7※ 
（注）※外科用器具製造に従事する鍛造企業，ただしここでは，半成品のみ造り，そ
れをカルカッタの9製造企業に提供している。
出典：第12表に同じく，翻訳資料 No.28「外科用器具』昭和40年1月6ページ＜
• 第1表＞
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外科用器具工業は小企業と家内工業に大別されるが，その地理的分布につい
てみるに，それは北部地方に集中的傾向をみせている。ことにパンジャプは全
インドにおける外科器具製造工業のもっとも主要な州であり，全企業数の58バ
ーセントがこの地方に集中している。
第15表全インドおよび地方別生産状況
年 I 北部 I 増減彩 I 東部 I 増減彩 I南部 l増減彩
1953 8.39 2.79 1. 91 
1954 1. 73 39.8 2.94 5 2.0 5.3 
1955 16.66 43.0 4.20 42 2.40 20.0 
1956 17.16 5.0 5.0 19 25.2 11.0 
（注）単位10万）レビー
出典・:第14表と同じ， 14ペー ジ＜第7表＞
当該産業には大企業が存在しないため，いわゆる大・小企業間における競争
などの問題も生じていない。また需要の見通しについては，主として医学研究
およびその他の機能の開発，外科技術の改良，国民所得および個人所得の一般
的な増加，およびその結果として国民の健康管理意識の増大などに依存する
が，今後急速な伸長をみせるものと，その将来性はかなり明るいといえるであ
ろう。
3)天秤
インドにおける天秤の生産は，東部においては， 1840年に西ベンガル州カル
カッタで鍛冶職より技術を習得したものが行なったといわれているが，工業的
には1951年に 1大企業が他の秤などとともに天秤生産にのり出している。現
在，当該産業は西ベンガルに集中している。
当該産業における需要を支配する要因は，主として経済活動の度合とその範
囲であり，また計量条令のような立法処理によっても大いに影響されるといわ
れている。すなわち，インド政府は国内全域にわたる計量法の画ー化を推進し
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第 16表東部における天秤製造業の分布状況
州 名 I センター名 I 企 業 数 I 企業規模
西ベンガル カルカッタ 1 大企業
Narkeldanga 4 小企業
バラナガル 1 ” 
バンガラ地区
1 35 家内工業
2 10 ” 
3 10 II 
4 15 ” 
5 5 II 
6 15 ” 
7 20 ” 
8 30 ” ， 5 ” 
10 5 ” 
ビハール ジャイプル 1 小企業
計 I 157 I 
（注）出典：第12表に同じく，翻訳資料 No.21, 「天秤J昭和39年10月， 2~3ペー
ジ＜第1表＞
ようと意図しているが，この条令の採用は国際基準にしたがってなされようと
している。そのため計画が作成されており，今後10~12年間で全面的に履行さ
れるであろう。この事実は，法令の規格にもとずいて造られた標準天秤の需要
に拍車をかけ， したがってその生産も活発化されるであろう，といわれてい
る。
なお，以上において概観してきた業種のほかに主として小企業が産業活動を
行なっている業種を以下に列挙してみると，東部地方における低圧用絶縁陶器
製造業，北部地方における亜鉛びき可鍛鉄配管用金具製造業，南部地方におけ
る万年筆およびペン先製造業，北・南両地方における刃物製造業，西部地方に
おける建築用金具製造業，南部地方における渦巻ポンプ製造業，西部地方にお
けるレーヨン準備機製造業，西部地方における綿繊維機消耗部品工業，そして
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全域にわたって立地しているミシン製造工業，などがある。
一般的にみて，これらの小企業は一ー他の小工業についてもそうであるが
—，地方産業としての特色を有している。すなわち，たとえば，東部地方に
おける低圧用絶縁陶器製造業は，その地方の瀬戸物製造業の関連産業として，
また繊維製品用機械製造業は，西部の紡織工業の関連産業として生成発展して
きているということなどである。
4 むすび
以上において若千概観してきたようなインドにおける小工業に共通してみら
れるとおもわれる一般的特徴を列挙してみると， それは以下のとおりであろ
?? ?
すなわち， (1) 企業の家計維持• 生業的零細性，あるいは企業経営面におけ
る非近代性， (2) 動カ・機械などの近代的生産方法，技術・手段などの採用程
度の遅れと低さ，および低廉な未熟練労働力への依存度が高く，しかも労働移
動が頻繁であるということ， (3) いわゆる地方産業としてある地域に集中的傾
向を示している場合が多いということ， (4) 小資本でもって，すなわち小規模
企業として企業参入が比較的容易であるということ， (5) 原材料• 生産・資金
・流通などあらゆる面における小工業の困難性，そしてこれに加えて， (6) 企
業における人種的特徴，および，時としてはインド独得の宗教的身分階級制(
カスト制度）を反映しているということ，などである。・
また，一般的にインド小工業の今後の開発• 発展をその需要の面についてみ
ると，それは国民所得上昇による生活水準のレベルアップ，および文明・文化
すなわち社会全般にわたっての総合開発ということに集約されるであろう。
なお最後に，インドにおける経済開発あるいは成長発展に伴って，今後どの
ような問題が小工業にとって生じてくるであろうかということを若干指摘して
みよう。
その第 1の問題は，インドに固有な伝統産業あるいは村落工業についてであ
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る。インドにおける村落工業は，インド人の伝統的な生活様式との密接な関連
において，古来から生成発展，そして存続の道を歩んできたものである。ここ
での問題は，いわゆる中小工業問題としてはその対象以前のものであるともい
えるが，一般的に資本主義発展高度化の段階において，非近代的乃至前資本主
義的工業である手工業が自然淘汰されていったように，これらの村落工業も漸
次没落の過程を歩むであろうか，それともあくまで特色ある伝統的小規模工業
として有利に今後も存続しうるかという問題である。そしてこの問題はインド
政府による村落工業にたいする援助政策方針とも大いに関連するであろう。
その第2の問題は，これとは逆にいわば近代的小規模工業の側についてであ
る。すなわちここでの問題の第 1点は，大規模工業との競合関係であり，いわ
ゆる大工業・独占の収奪とか二重構造的格差の進行ということである。その第
2点は，企業の創生期がたとえ小規模であっても，需要の増大，および経済
発展に伴い，中堅企業， あるいは A・マーシャルのいわゆる「上進運動」
("the movement upwards•) のように小企業から大企業へと企業成長が可能で
あるかということである。そしてまた E・A・G・ロビンソンのいわゆる最適規
模企業がはたして出現しうるかということである。第3の問題は，外国資本・
技術などの導入あるいは合弁企業についてである。しかしながら，このような
問題はすべてインド政府の開発計画における小工業援助政策，および一般的な
社会の総合開発政策を無視しては考えられないのである。
このような意味において，インドにおける小工業がもっているところの現下
の諸問題は， それが現実に必要としているところの政策的（実証的中小企業分析
およびその政策）研究の立場に立つものにたいしてはいうまでもなく，中小企業
本質の究明という，・より理論的（中小企業本質論）研究の立場に立つものにたい
しても，今後一層の興味深い研究対象となってくれるであろう。
注 1)アジア経済研究所編「インドの小規模工業』（調査研究報告書第19集）昭和37年，
16ページ参照。
2)たとえばインドでは家内工業 (Cottageindustry)に従事している人間の数は約
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186 闊西大學「継清論集」第18巻第2号
2,000万人といわれている。―Cf.,"India A Reference Annual 1959" Compiled 
by Research and Reference Division Ministry of Information and Broadcas-
ting .Government of India, p. 333. 
また生業的小規模製造業者 (HouseHold Small Scale Manufacturing Establi-
shments)といわれる小・零細規模の小工業経営者は1959年の後半期には， 1,450万
世帯（事業所）の多きにのぼっている。ーCf.,"TheNational Sample Survey Ninth 
Round, May-November 1955. Number 21, House Hold Small Seate Manufac-
turing Establishments Smaller than those coverd by Industries (d砂elopment
and regulations) Act 1951", Issed by The Cabinet Secretariat, Government 
of India, 上田宗次郎氏監修拙稿「ナショナル・サンプルサーヴェイにみられる『生
業的小規模製造業者』の実態」， 大阪アジア中小企業開発センター刊『インド中小エ
業シリーズ(19)』昭和39年10月参照。
3)石川 滋「インドの二重構造」一橋大学一橋学会編『一橋論叢』第45巻第6号 昭
和36年6月， 25ページ参照。
4) Cf., Government of India, Ministry of Industry, "Development of Small 
Scale Industries in India-Prospect, Problems and Policies -Report of The 
lnternationai Perspective Planning Team, Sponsored by The Ford Founda-
tion", 1963. 拙稿「インドにおける小工業の発展ー小工業開発援助政策と小工業の社
会状態ー(1)」関西大学経済学会『経済論集』第15巻第3号 昭和40年11月， 45~62
ページ参照。
5) Ibid. p. 1. 
6) Ibid. pp. 2-3. 
7) Cf., "The National Sampte Survey Ninth Round, May-November 1955. Num-
ber 21, House Hold Smalt Seate Manufacturing Establish炉 ntsSmaller than 
those covered by Industries (development and regulations) Act 1-951", Issued 
by The Cabinet Secretariat, Governments of India. 上田宗次郎氏監修拙稿「ナ
ショナル・サンプルサーヴェイに・みられる『生業的小規模製造業者」の実態」，大阪
アジア中小企業開発センター刊「インド中小工業シリーズ(19)」昭和39年10月参照。
なお小規模製造業というのは，一般にインドでは資本金50万ルヒ°ー以下で動力を使
用した場合は従業員が50人以下，動力を使用しない場合には従業員が 100人以下の企
業を意味しているが，ここではそれよりももっと小・・零細規模のもの，すなわち1951
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年に発令された「産業法（開発と規制）」 (TheIndustries <development and re-
gulation> Act, 1951) が適用されている小規模製造業よりも一層小・零細規模のも
のがとりあつかわれている。
8)本節でとりあげた各企業分析は，主としてインド政府商工省（小企業）開発委員会・
(Development Commissioner—Small Scale Industries— Ministry Commerce 
and Industry, Government of India) の手によって編集された，一連の『中小企
業分析 計画報告書」によるものであるが，翻訳資料としては，上田宗次郎氏監修伊
藤博美氏抄訳による『インド中小工業シリーズ」（大阪アジア中小企業開発センター
刊）を参照した。これらの諸文献は以下のとおりである。
インド中
原資料翻訳資料小工業
No. No. シリーズ
No. 
1 51 (S) 
ヽ
23 (S) 
ー
? ?
23 (N) 3 3 
書
?
発行年月
「自動車車体およびトレイラー製造業』 昭和39年6月
『木ねじ，釘，パネルビン製造業（南部地方）」 39. 6 
「 ” （北部地方）」 ” 
??????
??
?
???
????、?、???、?、????
?????? 4 「洋傘骨製造業」
5 『プラスチック製品製造業（南部地方）」
8 『革製履物（東部地方）』
9 『農器具（東部地方）」
10、 「科学機器』
13 『懐中電灯ケース製造業』
14 「手工具製造業（東部地方）」
15 『 ” （西部地方）1
18 「建築用金具製造業』
21 『天秤（東部地方」
24 「外科用器具（インド全城）」
28 「ディーゼルエンジン工業」
‘’ 
II 
II 
‘’ 
II 
39. 9 
39.10 
II 
” 
II 
40. 1 
40. 3 
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